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１．科研費の管理と適正な執⾏について

２．研究不正等の防⽌について

３．令和７年度科研費実地検査の結果

説明内容
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説明内容
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１．科研費の管理と適正な執⾏について

２．研究不正等の防⽌について

３．令和７年度科研費実地検査の結果



○ 研究者使⽤ルール（補助条件（交付条件））
• 研究機関に各研究機関が⾏うべき事務等に従って補助⾦（助成⾦）の管理を⾏わせる

○ 機関使⽤ルール（各研究機関が⾏うべき事務等）
• 研究者に代わり、補助⾦（助成⾦）（直接経費）を管理する。本規程に定めのない事項

については、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」等を踏まえ、
各機関が定める規程等に従って適切に⾏う

研究機関が⾃ら定める科研費に関するルールが、直接経費の使い勝⼿に⼤きく影響している。

科研費は採択された研究課題の研究代表者に対して交付されますが、研究の実施に専念してもらうため、
研究機関が責任をもって管理することとしています。

研究機関による「科研費」の管理〜機関管理〜

【参考】研究費の管理・使⽤に係る⼤学等における過度の“ローカルルール”の改善に向けた事務連絡
「国⽴⼤学法⼈及び⼤学共同利⽤機関法⼈における研究費の管理・使⽤について」（平成29年3⽉24⽇ ⽂部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/__icsFiles/afieldfile/2017/04/19/1222251_02.pdf

「⽂部科学⼤⾂所轄学校法⼈における研究費の管理・使⽤について」（平成29年3⽉31⽇ ⽂部科学省）
https://www.mext.go.jp/content/1397203_001.pdf
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【研究機関が定めるルール】

・○○⼤学研究費取扱規程 等

【制度のルール①】

・研究機関使⽤ルール

・徴集すべき証拠書類
・クレジットカードの使⽤⽅法
・「科研費」⼊⾦前の⽴替払いの⽅法
・レンタカー使⽤の条件
・外国での使⽤の注意事項 等

・申請資格の確認
・直接経費の管理・執⾏、適正な使⽤の確保
・間接経費の管理・執⾏、適正な使⽤の確保
・関係書類の整理・保管
・研究者からの補助事業変更等⼿続書類を振興会へ提出
・実績報告書、研究成果報告書の取りまとめ及び振興会へ提出

・直接経費は研究機関のルールに従って使⽤
・間接経費は研究機関に譲渡
・補助事業変更等⼿続書類は研究機関を通じて振興会へ提出
・実績報告書は研究機関を通じて振興会へ提出
・研究成果報告書は研究機関を通じて振興会へ提出

・善良なる管理者としての注意義務、⽬的外使⽤の禁⽌ など
・予算単年度の原則（補助⾦）
・繰越明許費（補助⾦）

【制度のルール②】

・研究者使⽤ルール

【法令による規制】
・財政法
・補助⾦適正化法 等

使⽤ルールの階層構造

科研費の使⽤ルールの階層構造は以下のとおりです。法令による規制があり、その上に、
科研費制度のルールがあり、更にその上に各研究機関が定めるルールがあります。
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科研費の基⾦化
※基盤研究 (S)・(B)・(C) 、若⼿研究、挑戦的研究、

学術変⾰領域研究 (B)、国際先導研究等国際種⽬ 等

• 事前の⼿続きなく、補助事業期間内での研究費の次年度
使⽤が可能

• 補助事業期間内での、年度をまたぐ物品の調達が可能

補助⾦種⽬の「繰越し」「調整⾦」
• 【繰越し】

やむを得ない事由により研究の完了が⾒込めない場合、
⼿続きの上、翌年度へ繰り越して使⽤することが可能。
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/16_rule/rule.html#kurikoshi

• 【調整⾦】
前倒し使⽤や⼀定条件を満たす場合の次年度使⽤が可能。
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/16_rule/rule.html#tyousei

研究設備・機器の共⽤
直接経費により購⼊し研究機関に寄付された研究設備・機器
のうち、以下の条件を全て満たすものは、所属する研究機関
が「研究設備・機器の共⽤推進に向けたガイドライン」（※）
に基づいて構築する共⽤システムを通じて、所属する研究機
関の内外への共⽤に努めなければならない。
I. 取得価額が1,000万円以上であること。
II. 他の研究でも利⽤できるような汎⽤性を有すること。
III. 当該研究設備・機器を共⽤に供することで、補助事業の遂⾏に⽀

障をきたすおそれがないこと。
(※)https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/163/toushin/

mext_00004.html

複数の科研費や他の経費との合算
による使⽤
• 使途に制限のあるものとの合算は、使⽤区分を明らかに
した上で可能。

• 科研費同⼠の場合は、使⽤区分を明らかにする場合のほか、
負担額及び算出根拠を明らかにする場合も可能。

「複数の研究費制度による共⽤設備の購⼊について」
https://www.mext.go.jp/content/20200910-mxt_sinkou02-
100001873.pdf

R7補正予算により

対象種目追加（赤字部分）

R7より
努力義務化

科研費の柔軟かつ適正な使⽤に向けた制度改善



説明内容
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１．科研費の管理と適正な執⾏について

２．研究不正等の防⽌について

３．令和７年度科研費実地検査の結果



研究費の不正使⽤、研究活動における不正⾏為とは

別の研究者の名義で応募を⾏ったり、応募書類に虚偽の記載を⾏う
など、偽りその他不正な⼿段により競争的研究費を受給すること

架空発注により業者に預け⾦を⾏ったり、謝⾦や旅費などで実際に
要した⾦額以上の経費を請求したりするなど、故意若しくは重⼤な
過失によって競争的研究費の他の⽤途への使⽤⼜は競争的研究費の
交付の決定の内容やこれに附した条件に違反した使⽤を⾏うこと

発表された研究成果において⽰されたデータ、情報、調査結果等の
故意による⼜は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著
しく怠ったことによる捏造、改ざん⼜は盗⽤を⾏うこと

存在しないデータ、研究結果等を作成すること

研究資料・機器・過程を変更する操作を⾏い、
データ、研究活動によって得られた結果等を真
正でないものに加⼯すること

他の研究者等のアイディア、分析・解析⽅法、
データ、研究結果、論⽂⼜は⽤語を当該研究者
の了解⼜は適切な表⽰なく流⽤すること

不
正
⾏
為
等

不正受給

捏造

不正使⽤

不正⾏為

改ざん

盗⽤

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」
（平成１９年２⽉ ⽂部科学⼤⾂決定（平成２６年２⽉改正、令和３年２⽉改正））

「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライン」
（平成２６年８⽉ ⽂部科学⼤⾂決定）

応募資格停⽌
最⻑５年の
応募資格停⽌

応募資格停⽌
最⻑10年の
応募資格停⽌

特
定
不
正
⾏
為
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応募資格停⽌
最⻑10年の
応募資格停⽌

その他
研究機関の規程等に基づき、その性質に応じ、
特定不正⾏為への対応を準⽤することとしてい
る不正⾏為⼜は不適切な⾏為
（主な規定例）

⼆重投稿、不適切なオーサーシップ、
その他の研究活動上の不適切な⾏為



研究活動における不正⾏為とは

不正⾏為（特定不正⾏為）
故意⼜は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠った
ことによる、投稿論⽂など発表された研究成果の中に⽰されたデータや
調査結果等の捏造、改ざん及び盗⽤

「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライン」
（平成２６年８⽉ ⽂部科学⼤⾂決定）

➀ 捏造 存在しないデータ、研究結果等を作成すること。
② 改ざん研究資料・機器・過程を変更する操作を⾏い、データ、研究活動によって

得られた結果等を真正ではないものに加⼯すること。
③ 盗⽤ 他の研究者のアイディア、分析・解析⽅法、データ、研究結果、論⽂⼜は

⽤語を当該研究者の了解⼜は適切な表⽰なく流⽤すること。
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現⾏ガイドラインの適⽤後（2015年4⽉以降）の研究不正の認定状況は、以下のとおり。
 特定不正⾏為（捏造、改ざん、盗⽤）の件数は、106件（⾃然科学系59件、⼈⽂社会系47件）
 特定不正⾏為（捏造、改ざん、盗⽤）に関与した者等の数は、146⼈（⾃然科学系95⼈、⼈⽂社会系51⼈）

研究不正の認定状況（2015〜2025年度）

10

⾃然科学系 ⼈⽂社会系

不正事案数

不正⾏為に
関与した⼈数

25

12

3
2

5
4

51⼈
「不正⾏為に関与した者」
と「不正⾏為に関与してい
ないものの、特定不正⾏
為があったと認定した研究
に関わる論⽂等の責任著
者」の総数

1事案に含まれる
不正の種別毎の分類

盗⽤が多い

教授・准教授
が多い

8

12

9

26

121捏造
改ざん
盗⽤
捏造＋改ざん
捏造＋盗⽤
改ざん＋盗⽤
捏造＋改ざん＋盗⽤

59件

34

20
6

11

10

14教授

准教授

講師

助教

学⽣

その他

95⼈ 教授・准教授
が多い

42

1 3 1

47件捏造・改ざん
が多い



研究活動における不正⾏為の事例

 元助教は筆頭著者⼜は責任著者となっている調査対象論⽂7編中で、異なる実験群のサンプルを⼊れ替え、あるいは、他の
実験データを流⽤するなどの⾏為が認められたことから、捏造及び改ざんを認定した。

 調査対象論⽂2編の責任著者・1編の筆頭著者の指導教員・7編に関与する科研費課題の研究代表者であった教授は、論⽂発
表の前に、特にデータの細かなチェックをしておらず、実験記録及び⽣データについてもほとんど確認しなかったことなど、
責任著者及び研究室主宰者としての確認・注意義務を著しく怠ったことから、「不正⾏為に関与していないものの、不正⾏
為のあった研究に係る論⽂等の責任を負う著者」として認定した。

【事案の概要】

【不正の発⽣要因・背景】

【措置】
 不正⾏為が認定された論⽂5編は取下げ勧告、2編は少なくとも訂正等勧告
 ⼤学において⼤学の就業規則に基づく処分を検討（両者）
 競争的研究費等への申請及び参加資格を制限

（元助教︓10年間、教授︓3年間）

 本⼈の研究者としての資質や倫理観の⽋如

 研究室における、研究不正の発⽣に対する危機意識不⾜

 ⽇常的あるいは論⽂発表の際、⽣データや実験ノートの確認等の体制未構築

○⽂部科学省の予算の配分⼜は措置により⾏われる研究活動において不正⾏為が認定された事案（⼀覧）
URL：https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360484.htm 11



研究活動における不正⾏為の事例

 元特任研究員は、筆頭著者となっている調査対象論⽂2編において、反転した図（写真）や真正でない図（写真）を論⽂に
掲載して発表したことが認められたことから、改ざんを認定した。

 当該論⽂の責任著者であり研究室の⼤学院⽣の指導的⽴場であった准教授、並びに、当該論⽂の最終著者であり研究室主宰
者であった元教授は、⽣データや実験ノート等の記載内容を精査した上で、論⽂に引⽤されたデータや図の正確性を確認す
べきところこれを怠ったため、「不正⾏為に関与していないものの、不正⾏為のあった研究に係る論⽂等の責任を負う著
者」として認定した。

【事案の概要】

【不正の発⽣要因・背景】

【措置】
 不正⾏為が認定された論⽂2編は取下げ勧告
 ⼤学において、1編が学位論⽂であったため学位授与取消し相当との結論（元特任研究員）、

⼤学の就業規則に基づく処分を検討（准教授）
 競争的研究費等への申請及び参加資格を制限

（元特任研究員︓5年間、准教授︓2年間、元教授︓2年間）

 研究・調査データの厳正な取扱いへの認識不⾜

 研究成果の発表時の確認不⾜、適切な指導を⾏うことの認識不⾜

 定められた保存期間内における研究資料紛失（不適切管理）

○⽂部科学省の予算の配分⼜は措置により⾏われる研究活動において不正⾏為が認定された事案（⼀覧）
URL：https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360484.htm 12

研究者としてわきまえるべき
基本的な注意義務を

著しく怠ったことによるもの
⇒ 故意がなくとも、認定される

（ミスでは済まない）



研究活動における不正⾏為の事例
【捏造・改ざん】
データ取り違え、論⽂記載の条件等と実態の齟齬
傾向︓若⼿研究者

13

研究倫理教育は自身のためと捉え、

最新の基準へのアップデートを意識

【改ざん】
画像の整え、ノイズ削除等の画像加⼯
傾向︓経験豊富な研究者

他国等異なる指導環境で基礎を積んだ若⼿研究者

【盗⽤】
⾃⾝によるものとの錯誤、公知の事実との誤認
傾向︓論証中⼼型の分野の研究者

定期ミーティング等の日頃から、

厳正にデータを扱うことへの意識付け

自身と他者の研究を混同しないよう

適切なデータ管理

他者の研究へのリスペクトを忘れず

適切な引用 （先行論文≠公知の事実）

学術全体及び⾃⾝・研究グループの積み上げた実績
の信⽤失墜にもつながりうる

↓
研究室内・共同研究者内での対等な相互批判の精神

＋
研究機関における意識醸成の取組

忙殺されず、一つずつ確実に、

適切なデータ管理・実験ノートへの記録
個々の「常識」に任せず、

研究室内で相互確認



【不正事案の公表について】
研究費の不正使⽤等を⾏った研究者や、善管注意義務に違反した研究者のうち、応募資格が制限された研究者については、
原則、研究者⽒名を含む当該不正の概要を⽇本学術振興会のHPにおいて公表します。
また、⽂部科学省HPに特定不正⾏為（捏造、改ざん、盗⽤）が⾏われたと確認された事案について、その概要及び研究・
配分機関における対応などを⼀覧化して公開しています。

【応募資格の制限】

【当該資⾦の返還について】
不正⾏為が認められた研究課題については、必要に応じ、当該研究費の全部⼜は⼀部の返還を求めることがあります。

不正⾏為の関与に係る分類 学術的・社会的影響度、⾏為の悪質度 制限期間

不正⾏為に
関与した者

ア）研究当初から不正⾏為を⾏うことを意図していた場合など、特に悪質な者 １０年

イ）不正⾏為が
あった研究に係
る論⽂等の著者

当該論⽂等の責任著者
（監修責任者、代表執
筆者またはこれらの者
と同等の責任を負うと
認定された者）

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が⼤きい、
若しくは⾏為の悪質度が⾼いと判断されるもの ５〜７年

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が⼩さい、
若しくは⾏為の悪質度が低いと判断されるもの ３〜５年

上記以外の著者 ２〜３年

ウ）不正⾏為があった研究に係る論⽂等
の著者ではない者 ２〜３年

不正⾏為に関与していないものの、不正⾏為のあった研究
に係る論⽂等の責任著者（監修責任者、代表執筆者または
これらの者と同等の責任を負うと認定された者）

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が⼤きい、
若しくは⾏為の悪質度が⾼いと判断されるもの ２〜３年

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響、
若しくは⾏為の悪質度が⼩さいと判断されるもの １〜２年

不正⾏為を⾏った研究者に対する措置について
不正⾏為に関与した研究者や不正⾏為に関与していないものの、不正⾏為があった研究に係る論⽂等の責任を負う著者と認定された研
究者については、不正⾏為の程度等により、下表のとおり科研費への応募資格が制限されます。また、併せて他府省を含む他の競争的
研究費への応募についても制限される場合があります。

14



【参考】研究倫理教育教材の例（１） ― Green Book

【参考】研究倫理教育教材の例（２） ― eL CoRE

⽇本学術会議 提⾔ 「研究活動における不正の防⽌策と事後措置
－ 科学の健全性向上のために－ 」（平成25年12⽉26⽇）

「すべての研究者が不正⾏為や利益相反への対処を含めた『科学者の⾏動規範』を学習し、それに基づいて⾏動する
ように、研究機関や学会等において研究倫理に関する研修プログラムを開発して実施することが必要」

⽇本学術会議
の連携・協⼒

⽇本学術振興会 「科学の健全な発展のために[第2版]－誠実な科学者の⼼得－」（通称:Green Book）を出版
 「どのようにして研究を進め、研究者コミュニティや社会に対して成果を発信していくのか」を命題に、

責任ある研究活動の在り⽅について、研究者に必要な⼼得をまとめた⼀冊
 令和7年9⽉に改訂し、内容をアップデート
 HP（https://www.jsps.go.jp/file/storage/j-kousei/data/rinri.pdf）でテキスト版もダウンロード可能

英語版
（平成27年5⽉）

⽇本語版
（令和７年９⽉改訂）

「科学の健全な発展のために-誠実な科学者の⼼得-」（Green Book ）をもとにした「研究倫理eラーニングコース（e-Learning Course on Research Ethics
［eL CoRE］）」を提供（⽇本語版、英語版）

https://elcore.jsps.go.jp/top.aspx
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研究費の不正使⽤とは

不正使⽤
故意若しくは重⼤な過失による競争的研究費等の他の⽤途への使⽤⼜は
研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反した使⽤

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」
（平成１９年２⽉ ⽂部科学⼤⾂決定（平成２６年２⽉改正、令和３年２⽉改正））

【不正使⽤の例】
■ 物品・役務に関するもの 架空発注、預け⾦、品名替え、⽬的外の物品購⼊ 等
■ 旅費に関するもの カラ出張、旅費の⼆重請求 等
■ 給与、謝⾦に関するもの カラ給与、カラ謝⾦、⽔増しや虚偽の請求 等

16



不正使⽤の認定・公表状況

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 合計

件数 11 件 9 件 5 件 12 件 4 件 9 件 7 件 4 件 12 件 4 件 77 件

■ 不正使⽤の認定件数

■ 不正種別の内訳
【 物品・役務 】

預け⾦、期ずれ、品名替え、⽬的外の物品購⼊ 等
【 旅 費 】

カラ出張、旅費の⼆重請求 等
【 謝⾦・給与 】

カラ給与、カラ謝⾦、⽔増しや虚偽の請求 等
※1件の事案で複数の不正が⾏われた場合は両⽅の種別に計上

※2016年度〜2025年度に認定・公表された不正使⽤事案。
実際に不正使⽤が⾏われていた年度とは異なる。

(出典）⽂部科学省ウェブサイト公表資料より作成

物品・役務
37%

旅費
34%

謝金・給与
29%
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研究費の不正使⽤の事例

 不正の種別︓カラ謝⾦、カラ業務委託、資⾦の還流 （私的流⽤があったと認定）

 カラ謝⾦︓
元教授は、研究者ではない学外関係者から専⾨指導・助⾔を受けることがないにも関わらず、実体のない架空の⽀出伺や実
施済み報告書を作成・提出することにより、⼤学から協⼒者に対して謝⾦を⽀出。

 カラ業務委託︓
元教授は、協⼒者が代表を務める会社に架空の業務委託を請け負わせ、実体のない架空の業務完了報告書及び請求書を⼤学
に提出させ、⼤学から協⼒者に対して業務委託費を⽀出。

 資⾦還流︓
カラ謝⾦・カラ業務委託で⼀部の協⼒者に⽀払われた⾦銭の全額若しくは⼤部分を元教授へ返⾦させていた。

 不正に⽀出された研究費の額︓約1,266万円

 不正使⽤が認められた研究費の⽀出について返還命令

 競争的研究費等への申請及び参加資格を制限（10年間）

○研究機関における不正使⽤事案 URL：https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364929.htm 18

【事案の概要】

【不正の発⽣要因・背景】

【措置】

 ⼤学により義務付けられていた、倫理教育等の受講やコンプライアンスに関する誓約書の提出をしていたにも関わらず、
不正を⾏っており、研究者としての基本的な倫理観や教育研究費の不正使⽤に対する認識が著しく⽋如していた。

 事務担当者も、形式的に書類が整っていることをもって⽀出していたこともあり、不正を防⽌できなかった。



研究費の不正使⽤の事例

 不正の種別︓旅費の不正な⽀出

 実際の交通⼿段とは異なる交通⼿段での旅費請求（本⼈及び同⾏学⽣）︓
准教授は、公共交通機関による出張申請・出張報告を⾏ったが、実際には私⽤⾞もしくは航空機を利⽤し、変更⼿続きを⾏
わなかった。
同⾏学⽣について、私⽤⾞に同乗させていた場合でも、学⽣に公共交通機関で申請した旅費をそのまま受領させた。

 出張⽇程変更⼿続き懈怠︓
准教授は、出張申請後、私⽤による前泊／後泊の追加等の⾃⼰都合による出張⽇程変更を⾏ったが、事前／事後の変更⼿続
きをしなかった。

 不正に⽀出された研究費の額︓約83万円

 ⼤学において教員懲戒等審査委員会において審査予定

 不正使⽤が認められた研究費の⽀出について返還命令

 競争的研究費等への申請及び参加資格を制限（2年間）

19

【事案の概要】

【不正の発⽣要因・背景】

【措置】

 学内⼿続きに関する認識不⼗分に加え、認識部分に関して独⾃解釈・都合の良い解釈をしていた。

 研究代表者として研究費の管理責任の責務を著しく怠っていた。

○研究機関における不正使⽤事案 URL：https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364929.htm

通常求められる注意義務を
著しく怠っていたとして、

重過失によるもの
⇒ 故意がなくとも、認定される

（ミスでは済まない）



研究費の不正使⽤の事例
【⽬的外使⽤】
他⽤途（他の科研費課題・教育研究⽤・私⽤）との混同
傾向︓多種の予算配分を受けている／多忙な研究者

20

応対者とのアポイント、旅程や雇用等計画は

事前に綿密に計画

【カラ出張・カラ給与・カラ謝⾦】
変更⼿続き懈怠、勤務実態確認の形骸化、期ずれの是正
傾向︓旅費・謝⾦・給与⽀出が多い／多忙な研究者

【悪質性の⾼いもの】
機関事務による確認をかいくぐる使⽤、資⾦還流
傾向︓事務⽅では確認が難しい取引がある研究者

「当該科研費課題」の遂行目的である

説明責任を有することの意識付け

特殊な物品や役務等の検収等であっても

完全に当該研究者任せとしない

機関事務による確認に協力が得られない場合

複数の担当者・部署で対応

税⾦を原資とする科研費等の公的研究費に対する
国⺠からの理解・信頼を失いかねない

↓
補助事業者としての責任と責務の認識

＋
研究機関における意識醸成及び牽制の取組

事前伺作成時・支出時には

科研費課題と支出内容の整合を必ず確認

計画変更時は、適切に変更手続き

異例事案では、自己判断せず機関事務に相談



制限の対象者 不正使⽤の程度と制限期間

不正使⽤を⾏った
研究者と共謀者

私的流⽤の場合、10年

① 社会への影響が⼤きく、⾏為の悪質性も⾼い場合、5年

私的流⽤以外で ② ①及び③以外の場合、2〜4年

③ 社会への影響が⼩さく、⾏為の悪質性も低い場合、1年

不正受給を⾏った
研究者と共謀者 5年

不正使⽤等に直接
関与していないが
善管注意義務に違反
した研究者

善管注意義務を有する研究者の義務違反の程度に応じ、上限２年、下限１年

【不正事案の公表について】
研究費の不正使⽤等を⾏った研究者や、善管注意義務に違反した研究者のうち、応募資格が制限された研究者については、
原則、研究者⽒名を含む当該不正の概要を⽇本学術振興会のHPにおいて公表します。
また、⽂部科学省のHPに不正使⽤・不正受給事案、配分機関の措置状況を掲載しています。

【応募資格の制限】

【当該資⾦の返還について】
不正使⽤等が認められた研究課題については、当該研究費の全部⼜は⼀部の返還を求めます。

不正使⽤・不正受給を⾏った研究者に対する措置について
不正使⽤や不正受給を⾏った者及びそれに共謀した者や善管注意義務に違反した者については、不正の程度により、下表のとおり
科研費への応募資格制限が課されます。また、併せて他府省を含む他の競争的研究費への応募についても制限される場合があります。
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○科研費を活⽤して学術研究を進める研究者は、次のような点に⼤きな責務を負っています。
◆学術的な切磋琢磨の中で、⾃らの学術研究の社会的・⽂化的価値を⾼めること。
◆限られた国⺠の税⾦で措置されている科研費を適正に活⽤すること。
◆⾼い研究者倫理に基づいて⾃律的に学術研究を進めること。

不正な受給や不正使⽤、研究活動上の不正⾏為は、
学術研究全体の信頼を損ねることにつながりかねません。
公的研究費を使⽤している者として、研究者倫理の⾃覚の下に研究活動に従事することが重要です。

不正が認定された場合、研究者に対して、
・機関内での⼈事処分、刑事告訴・⺠事訴訟、個⼈の⽒名を含んだ調査結果の公表
・配分機関からの研究費の⼀部または全部の返還、申請及び参加資格の制限、公表
等の措置がされることがあります。

科研費を活⽤して学術研究を進める研究者の責務

また、各研究機関の事務担当者におかれても、不正が起こることがないよう、
関係者の意識向上や必要な体制の整備に努めてください。 22
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遵守・配慮が求められる事項への対応
学術全体への社会からの信頼を裏切ることのないよう、
遵守や配慮が求められる各種事項に対し、適正にご対応ください。

男⼥共同参画ならびに性等を考慮した研究の促進
「第６次男⼥共同参画基本計画（令和８年３⽉13⽇閣議決定）」において、次の４つを提⽰し、その実現を通じて、男⼥共同
参画社会基本法が⽬指す男⼥共同参画社会の形成の促進を図っていくとしている。①男⼥が⾃らの意思に基づき、個性と能⼒を
⼗分に発揮できる、公正で多様性に富んだ、活⼒ある持続可能な社会、②男⼥の⼈権が尊重され、尊厳を持って個⼈が⽣きるこ
とのできる社会、③仕事と⽣活の調和が図られ、男⼥が共に充実した職業⽣活、その他の社会⽣活、家庭⽣活を送ることができ
る社会、④あらゆる分野に男⼥共同参画・⼥性活躍の視点を取り込み、国際社会と協調する社会
また、⽣物学的性（セックス）や社会的・⽂化的性（ジェンダー）等を適切に考慮した研究・技術開発を実施していくことが求
められている。

⇒ 科学研究費助成事業における活動を⾏う際も、当然これらを踏まえなければならない。

⼈権の保護及び法令等の遵守
補助条件／交付条件に記載のとおり、関係する法令等及び指針等に基づき当該補助事業を実施しなければならない。
また、研究インテグリティに係り所属研究機関に誓約した内容も、遵守が必要。（令和7年度公募分から必須化）

⇒ 遵守されていない研究計画は、実施してはならない。（不正⾏為／不正使⽤／不正受給となりうる。）
New

学術全体への社会からの信頼確保
所属機関の服務規程等で定められるような、コンプライアンス、情報管理・守秘義務、利益相反・公正性の確保、職務専念義務、
信⽤失墜⾏為の禁⽌、⼈権尊重（差別防⽌、多様性の推進、ハラスメント防⽌等）、施設・資産等の適正利⽤、通報報告義務等
も、学術全体への社会からの信頼確保の前提となる。



説明内容
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１．科研費の管理と適正な執⾏について

２．研究不正等の防⽌について

３．令和７年度科研費実地検査の結果



○研究機関における科研費の機関管理の実態及び不正防⽌への取組状況を把握し、必要に応じて指導・助⾔を⾏うことにより、
研究機関に対して科研費を管理する機関として必要な体制の整備を求める。

○研究機関の科研費担当者の科研費の適正管理に対する意識向上を図る。

○実地検査結果の分析や、研究機関との科研費制度に関する意⾒交換の実施により、科研費制度改善の⼀助とする。

（１）科学研究費助成事業実地検査の⽬的

・国⽴⼤学… ８機関
・公⽴⼤学… ６機関
・私⽴⼤学…１８機関
・短期⼤学・⾼等専⾨学校…３機関
・（地⽅）独⽴⾏政法⼈・国⽴研究開発法⼈・⼤学共同利⽤機関法⼈…４機関
・その他（公⽴研究機関、財団／社団法⼈、企業、社会医療法⼈等）…５機関

（２）令和７年度の実施研究機関数︓４４研究機関（※）

○科研費の応募資格等に関する事項
○科研費の事務⼿続等に関する事項
○科研費の執⾏管理に関する事項
○研究機関における不正を防⽌するための体制等に関する事項

※実地検査の結果は⽂書で通知。
※特に、「法令、科研費に係る規程等、
ガイドラインに抵触している疑いがある
など早急に改善すべき」指摘は、期限を
切って改善状況について報告を求めます。

（３）主な検査事項

※科研費の交付を受けている、⼜は交付を受けたことのある研究機関を対象として、
以下の選定⽅針により⼀定数について実施。
・過去の不正等に伴い再発防⽌策の実施状況を確認する必要がある研究機関
・過去の実施検査で指摘を受け、その改善状況を確認する必要がある研究機関
・その他、実地検査を実施する必要があると⽂部科学省⼜は⽇本学術振興会が判断した研究機関

令和７年度科研費実地検査の結果
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【研究インテグリティの確保に係る対応⽅針及び教育について】
■主な指摘内容

• 研究インテグリティの確保のための対応が求められる「必要な取組」について、関係の規程及び管理体制が未整備⼜は整備不⼗分。
• 研究者に対する研修等が⾏われていない⼜は予定がない。

■参考
• 「機関使⽤ルール」より抜粋

「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応⽅針について」等に基づき、研究活動の公正性及び透
明性を確保し、科研費に関わる活動の説明責任を果たすために必要な取組を⾏うこと。

• 「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応⽅針について」より抜粋
（令和3年4⽉27⽇総合イノベーション戦略推進会議決定）

⼤学・研究機関等が、所属する研究者の⼈事及び組織のリスク管理として必要な情報（職歴・研究経歴、兼業等の所属機関・役職、当該機関外からの研究
資⾦や研究資⾦以外の⽀援及び当該⽀援の相⼿⽅）の報告・更新を受けるとともに、そのための利益相反・責務相反をはじめ関係の規程及び管理体制を整
備し、報告・更新を受けた情報に基づき、産学連携活動における利益相反・責務相反管理と同様に、適切なリスクマネジメントを⾏えるよう（以下略）

■改善のポイント

• 令和７（2025）公募から、e-Rad において、研究代表者及び研究分担者が所属機関への研究インテグリティに係る誓約状況を登録し
ていない場合は応募できないこととなっており、適切に誓約するためには、機関における関係の規程や管理体制の整備が不可⽋である
ことから、「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応⽅針について」に基づ
き、内閣府のウェブサイトで掲載されている事例を参考にしながら、研究活動の公正性及び透明性を確保し、科研費に関わる活動の説
明責任を果たす必要な取組を⾏ってください。

令和７年度科研費実地検査における指摘事項①
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令和７年度科研費実地検査における指摘事項①（参考リンク集）
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【内閣府】
研究インテグリティ・研究セキュリティ ポータル
（令和2〜7年度 委託調査事業による「調査・分析報告書」を公開）
URL： https://www8.cao.go.jp/cstp/kokusaiteki/integrity.html

令和7年度意⾒交換会
URL： https://www8.cao.go.jp/cstp/kokusaiteki/integrity/ri_seminar_fy2025.html

研究セキュリティの確保に関する取組のための⼿順書
URL： https://www8.cao.go.jp/cstp/kokusaiteki/integrity/yushikisha/guidelines_v1.pdf
※科研費は、本⽂書中の「特定研究開発プログラム」には該当しません。

【⽂部科学省】
研究インテグリティ・研究セキュリティ ポータル
URL： https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/integrity/index.html

組織体制・規程整備の具体的な取組（令和3年度委託事業（東北大学））

URL：
（概要） https://www.mext.go.jp/content/20220531-mxt_kagkoku-000019002_5.pdf
（報告書） https://www.mext.go.jp/content/20220531-mxt_kagkoku-000019002_6.pdf

ヒヤリハット事例集（令和6年度委託事業（東京大学））

URL： https://www.mext.go.jp/content/20250331-mxt_kagkoku-000019002_1.pdf

相談窓口（大学、短期大学、大学共同利用機関法人、高等専門学校のみ）

URL： https://www.mext.go.jp/content/20250424-mxt_kagkoku-000039402_1.pdf

【⼀般財団法⼈公正研究推進協会（APRIN）】
URL︓ https://www.aprin.or.jp/e-learning/elearning_sample#rcr_integrity

【警察庁】
URL︓ https://www.npa.go.jp/bureau/security/economic-security/index.html

【筑波⼤学 利益相反・輸出管理マネジメント室 ⼭越 准教授による調査】
（科研費 研究活動スタート⽀援による助成を受けた研究）
URL︓ https://coi-sec.tsukuba.ac.jp/yamakoshi-kakenhi/

動向、考え⽅と実効的取組等の紹介 教材

相談窓⼝、講師派遣等
【経済産業省】
安全保障貿易管理（教材及びアドバイザー派遣）
URL（大学・研究機関）： https://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigaku.html
URL（中小企業等）： https://www.meti.go.jp/policy/anpo/chusho.html

【公安調査庁】
経済安全保障およびサイバーセキュリティに関するご相談・講演依頼等窓⼝
URL： https://www.moj.go.jp/psia/kouan_mail_keizaianpo.html

【独⽴⾏政法⼈⼯業所有権情報・研修館 (INPIT)】
知財⽀援
URL（アカデミア支援）： https://www.inpit.go.jp/katsuyo/ip_academia/index.html#anchor4
URL（企業等（知財ポータル））： https://chizai-portal.inpit.go.jp/



ご紹介

https://forms.office.com/r/mkuPY6aBtX?origin=lprLink
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【免責】

 本教材は、あくまで⼭越
先⽣個⼈の⾒解に基づい
て作成されており、⽂部
科学省を含む関係省庁や
JSPSの公式的な資料では
ありません。

 当該サイトの情報は、随
時アップデートされてい
く可能性がございます。

R7実地検査対象機関の⽅より
ご紹介いただきました。

科研費（研究活動スタート⽀
援）の助成を受けたご研究を
ベースに、⼭越先⽣が⾃主的
にご作成された成果物です。

他にも、ご参考になるサイト
等がありましたら、弊省まで
情報提供ください。

https://coi-sec.tsukuba.ac.jp/yamakoshi-kakenhi/



【⼈件費⼜は謝⾦等の⽀出にあたっての事務局の関与について】
■主な指摘内容

• 研究機関と雇⽤契約を結ばず、単発的な役務に対し、謝⾦を⽀出する場合において、事務部⾨による勤務実態の確認が不⼗分。
• 研究機関と雇⽤契約を結んだ上で、⼈件費を⽀出する場合において、事務部⾨による勤務実態の確認が不⼗分。

■参考
• 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」より抜粋

⾮常勤雇⽤者の勤務状況確認等の雇⽤管理については、研究室任せにならないよう、事務部⾨が採⽤時や定期的に、⾯談や勤務条件の説明、出勤簿・勤務
内容の確認等を⾏うことが必要。

• 「機関使⽤ルール」より抜粋
研究協⼒者の雇⽤に当たっては、研究機関が採⽤時に⾯談や勤務条件の説明を⾏い、雇⽤契約において勤務内容、勤務時間等について明確にした上で研究
機関が当事者となって雇⽤契約を締結するとともに、研究機関が出勤簿や勤務内容の確認を定期的に⾏うなど研究協⼒者の勤務状況について適切に管理し
て給与等を⽀給すること。

■改善のポイント
• 勤務状況の確認については、研究室のみに任せるのではなく、研究機関として実態を把握できる体制を整備してください。

＜関連する好事例＞
【勤務実態の確認】（カラ給与・カラ謝⾦防⽌）
• 改変不可の電⼦的出退勤記録のため、Microsoft FormsやSlack等のアプリケーションを活⽤し、始業・終業・勤務内容を連絡。
【勤務内容と科研費課題と整合性】（⽬的外使⽤防⽌）
• 被雇⽤者への雇⽤時及び勤務時の意識付けとして、労働条件通知書や出勤簿において科研費課題に係る業務である旨を明⽰。
• 事務書類や作業の成果物から、科研費との関係性が説明できる体制を整えている。

令和７年度科研費実地検査における指摘事項②
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【「徹底的な」監査における検査⽅法について】
■主な指摘内容
• 内部監査の⼀部については、書類上の調査にとどまらず実際の補助⾦使⽤状況や納品の状況等の事実関係の厳密な確認などを含めた徹

底的なものとすることとなっているが、⼗分実施されていない。
• 対象費⽬が、物品費（物品の現物確認）のみとなっており、旅費・謝⾦等について実施されていない。
• 通常監査との差異が、執⾏した研究者本⼈に対するヒアリングのみとなっている。

■参考
• 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」第６節（実施上の留意事項）より抜粋

③リスクアプローチ監査の具体的な⽅法については、以下のような⼿法が考えられる。
・研究者の⼀部を対象に、当該研究者の旅費を⼀定期間分抽出して先⽅に確認、出勤簿に照らし合わせるほか、

出張の⽬的や概要について抜き打ちでヒアリングを⾏う。
・⾮常勤雇⽤者の⼀部を対象に勤務実態についてヒアリングを⾏う。
・納品後の物品等の現物確認
・取引業者の帳簿との突合

• 「機関使⽤ルール」より抜粋
なお、上記により実施する監査の⼀部（監査を実施する補助事業の概ね１０％以上が望ましい。）については、書類上の調査にとどまらず、実際の補助⾦
使⽤状況や納品の状況等の事実関係の厳密な確認などを含めた徹底的なものとすること。

■改善のポイント
• 特に旅費・謝⾦等については、作業従事者への作業実績の確認や⽬的に係る証拠書類を伴わない旅⾏（研究打合せ）等の事実確認（訪
問先・打合せ相⼿等への確認）を徹底し、不正発⽣要因に応じた内部監査を実施してください。

• 徹底的な監査が「牽制」として機能するよう、特別監査の存在⾃体も明⽰した上で実施してください。

＜関連する好事例＞
• 監査担当部署の職員だけでなく他部局の会計担当も協⼒することで、負担軽減を図っている。（部局間での好事例共有にも繋がる。）

令和７年度科研費実地検査における指摘事項③
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【若⼿研究者の専従義務緩和／複数の科研費による共⽤設備購⼊／バイアウトについて】
■主な指摘内容
• 【専従義務緩和】雇⽤元の業務以外に⾃ら主体的に研究を⾏うことができる旨を雇⽤契約等で定めていない。
• 【設備】異動した場合の取扱いを事前に定めていない。

■参考
• 「機関使⽤ルール」【旅費及び⼈件費・謝⾦の⽀出等】より抜粋

雇⽤元の業務に従事するエフォートの⼀部を、科研費被雇⽤若⼿研究者の⾃発的な研究活動等に充当しようとする場合は、研究機関において次の点を確認
すること。
１）科研費被雇⽤若⼿研究者本⼈が⾃発的な研究活動等の実施を希望すること。
２）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者⼜は研究分担者が、雇⽤元の業務の推進に資する⾃発的な研究活動等であると判断し、

その旨を研究機関が認めること。
３）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者⼜は研究分担者が、雇⽤元の業務の推進に⽀障がない範囲であると判断し、その旨を

研究機関が認めること（雇⽤元の業務に従事するエフォートの２０％を上限とする。）。
• 「機関使⽤ルール」【合算使⽤の制限】より抜粋

研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂⾏に⽀障が⽣じないよう、当該設備の取扱いを事前に決めておくこと。

■改善のポイント
• 【専従義務緩和】 雇⽤元の業務と⾃ら主体的に⾏う研究に関する業務について勤務時間やエフォート等により明確な管理を⾏うととも
に、雇⽤契約や関連規程等で定めることにより、研究機関として各々の事業が確実に⾏える体制を整備いただきたい。

• 【設備】 トラブルを避けるためにも、機関使⽤ルールに則り、研究者が異動した場合の当該設備等の取扱いを事前に定めておくことが
求められる。

※ 競争的研究費全体の動きとして実施している環境改善等のための施策であり、必要とする研究者が制度を認知・活⽤できるよう、周知
いただきたい。研究者からの相談が無いことが需要⾃体が無いことを意味するとは限らず、周知による制度認知が重要。

令和７年度科研費実地検査における指摘事項④
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【その他の主な指摘事例】
• 【応募／申請資格の確認】応募時及び交付申請／⽀払請求時のうち、全てではなく、⼀部の時点でしか確認されていない

• 【関係書類の整理・保管】基⾦分の場合に「補助事業期間終了後5年間」が担保されてない
（基⾦課題の補助事業期間延⻑も鑑みた場合（例. 当初5年＋延⻑1年＋終了後5年）、各年度の書類を「10年」など特定の年数で

⼀律廃棄してしまうと、機関使⽤ルールで求める期間内に廃棄される恐れがある。）

• 【検収】納品書と納品物を照合しており、発注データ（発注書や契約書等）と納品物を照合する体制が取れていない

• 【謝⾦】機関で基準となる単価が定められておらず、類似業務でも単価が統⼀されていない

• 【規程等の整備】関係する規程等を内部には周知しているが、外部に公表していない
例外処理を認める必要がある場合に、例外処理の指針を定め、⼿続を明確化して対応していない

• 【誓約書】採⽤時の⼀度しか徴集していない ／ 学⽣は⼀律で徴集対象外としている

• 【変更に係る⼿続き】JSPSへの事前「承認」を必要とする⼿続きが事後の承認となっている

• 【会計書類】補助事業期間終了年度の年度末執⾏について、使い切りのように⾒える発注が散⾒された
→ 補助事業期間内での不使⽤や⽬的外使⽤のリスクがある発注に当たっては、購⼊物品等が研究の遂⾏に必要であることの

説明責任を研究者が果たせるよう、⼯夫が必要（例えば、理由や使⽤⽬的の記載・確認など）
また、事後的に検証できるよう、当該説明等は適切な保管が望まれる

• 【会計書類】部局によって様式や証拠書類の保管⽅法が異なるが、機関の規程に則り、適切な事務処理を実施していることを事
後的に検証できる書類管理の徹底が必要

令和７年度科研費実地検査における指摘事項⑤

各研究機関におかれては、これら実地検査での指摘事項にも留意いただきながら、
科研費の適正な使⽤・管理と、その基盤となる体制及び環境等の整備について、
引き続きご対応・ご協⼒をお願いいたします。 32



【独⾃マニュアル等】 （多数の機関において確認された取組）

• 注意点や機関におけるルール等をまとめた機関独⾃のマニュアルを作成・配付

• マニュアルや様式、助成情報等の研究関連情報を機関内ポータルサイトに整理してまとめて提供

【研究者のサポート体制（相談受付、情報共有含む）】

• 新任者にオリエンテーションで各種教育等に係る独⾃の冊⼦を配付、新任者以外には法令等改正時は変更点を明⽰して周知

【不正防⽌の啓発活動及び牽制】

• 物品購⼊・旅費申請等の際に、「購⼊⽬的」欄等への記載を求め、説明責任の意識付けと⽬的外使⽤を牽制

研究者の事務負担の観点︓定型句ではない短⽂（１〜数⾏程度）で、当該課題遂⾏において執⾏内容を要する理由を説明
不正疑義が⽣じた際の調査負担の軽減にも資する

事務職員の負担の観点︓ 事務職員による確認での不明点に係る研究者へ問合せは、事務職員が少ない機関ほど負担⼤

• 旅費における申告漏れ防⽌のため、⾃家⽤⾞使⽤や宿泊料不要などの減額等が⽣じる事項の申告欄を様式に追加し、
説明会でも周知

• カラ納品防⽌のため、主要な通販サイトでの購⼊時、納品データを通販サイト側から⾃動で読み込むシステムを構築

令和７年度科研費実地検査で報告があった不正防⽌に向けた取組の例

33

以下は、検査実施研究機関における取組の⼀例です。
各研究機関の規模や研究⽀援体制等に応じ、適宜ご参照ください。



【不正防⽌の啓発活動及び牽制】（続き）

• 学⽣向けポスターとして、具体例を挙げて何が不正かを認識させるとともに、不正に加担・関与していないか、啓発と牽制

• 業者からの誓約書徴集時、規程だけでなく、⽬的を分かりやすくまとめたパワーポイント資料を同梱し、不正防⽌の意識付け

• 定期的な（⽉に⼀度）事務担当者向け勉強会により各種情報を共有し、研究室や部局間のばらつきを防⽌

• 万遍なく内部監査できるよう、対象（研究者）をローテーションで決定（敢えて無作為抽出を⾏う⼀例）

【執⾏管理の⼯夫】

• 希望研究者には法⼈発⾏のクレジットカードを配付

＜メリット＞ ⽴替払精算の事務⼿続き削減、研究者毎の明細管理が容易、海外等でのより柔軟な執⾏

＜懸念への対応＞ 配付時に研究者と誓約書の取り交わし（危険な使い⽅の禁⽌や不正使⽤感知時の報告義務）
キャンセル時に⼿続きが煩雑となる航空券購⼊には利⽤不可

• 複数の業者と連携して試薬購⼊専⽤の仕組みを構築（最安の⾃動選択、購⼊⼿続きの⼀部省略、近隣在庫から速やかな納品も可）

• 【異動時対応（認識遅れ・遺漏防⽌）】

採⽤時、⼈事担当が求める採⽤時提出書類の⼀つに、科研費等の受給有無のチェック表を設定

退職時、固定資産管理システムから当該研究者分の⼀覧を抽出し、機関側から当該研究者に移管・返納⼿続きについて確認

科研費担当部署から、⼈事情報や科研費執⾏状況の定期的な確認を各担当部署に⾏う

令和７年度科研費実地検査で報告があった不正防⽌に向けた取組の例
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